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Ⅰ 令和６年度の予算の状況 
 

令和６年度の当初予算編成に当たっては、「地域コミュニティの活性化」や「平和文化の振

興」、「公共交通の充実強化」、「子ども・子育ての支援」などの重要課題にハード・ソフトの両

面から積極的に取り組むことで、真の市民生活や経済活動の活性化へ向けた一歩を歩みだせる

よう意を用いて編成しました。 

＜重点施策＞ 

⑴ 「世界に輝く平和のまち」の実現に向けた取組     

昨年５月のＧ７広島サミットの開催により、国際的に更に高まった本市の知名度を生かしな

がら、平和首長会議に加盟する国内外の都市と共に「平和文化」を振興し、被爆８０周年とな

る来年に向け、平和を願う市民社会の総意が世界中の為政者の心に届くような環境づくりを目

指します。 

具体的には、次代の平和活動を担う青少年の育成などを通じて平和文化を市民社会に根付か

せるため、若者が主体的に「ヒロシマの心」を発信できるよう、被爆の実相に関する研修の実

施等に取り組むとともに、引き続き、平和文化月間と定めた１１月に、平和文化をテーマとし

たコンサートや講演等を実施します。 

また、平和首長会議理事会を開催し、令和７年に開催する平和首長会議総会の運営方針や今

後の取組等について審議するとともに、ＮＰＴ再検討会議準備委員会に出席し、国連・各国政

府関係者等に対して、スピーチや個別の面会を通じて、核兵器のない平和な世界を願うヒロシ

マの心を伝え、具体的な核軍縮の進展を要請します。 

⑵ 「国際的に開かれた活力あるまち」の実現に向けた取組      

国内外から多くの人を引き付け、市域を超えて活力とにぎわいを生み出すため、広島駅南口

広場の再整備等に向けた工事や、基町相生通地区市街地再開発事業、西広島駅北口地区や西風

新都におけるまちづくり、東部地区連続立体交差事業を着実に進めます。 

また、広島高速５号線や、新交通西風新都線などの交通ネットワークの整備に引き続き取り

組むとともに、厳しい経営状況にある乗合バス事業者が今後も持続可能で使いやすいバスサー

ビスを提供し、ヒト・モノが活発に「循環」し続けることが可能となるよう、乗合バス事業の

共同運営システムの構築に取り組みます。 

さらに、中山間地・島しょ部について、引き続き、戸山地域・湯来地域の活性化プランを推

進するとともに、新たに高陽地域・白木地域の活性化プランの策定を支援します。 

⑶ 「文化が息づき豊かな人間性を育むまち」の実現に向けた取組        

誰もが学び、憩う「平和文化」の情報拠点となる中央図書館等の移転整備や郷土の文化と歴

史の専門図書館としての浅野文庫等施設の整備を進めるとともに、広島城の魅力向上を図るた

め、広島城三の丸歴史館の整備などに取り組むほか、第２回ひろしま国際平和文化祭を８月に

開催します。 

また、広島型地域運営組織「ひろしまＬＭＯ」の構築・運営を一層推進するなど、「広島市

地域コミュニティ活性化ビジョン」に掲げる取組を着実に実施するほか、生産年齢人口が減少

する中でも地域経済が持続的に成長していけるよう、「競争」と「協調」の適切な組み合わせに

よる産業人材の確保・育成に向けた対策である協同労働や、就職期での転出超過の主な要因解

消に資する有給長期インターンシップなど、市民生活の基盤となる雇用と所得を生む「多様な

産業人材の確保・育成」に、これまで以上に注力します。 

さらに、未来を担う子どもに関する取組として、より多くの子どもの健全な発育を更に促進

するため、こども医療費の通院に係る補助対象年齢を小学６年生から中学３年生まで拡大する

とともに、複数人の子どもがいる世帯の保育料等に係る負担を軽減するため、同時入所要件を

撤廃し、第２子の保育料を半額、第３子以降の保育料・副食費を無償化します。 

加えて、災害に強いまちづくりを推進するため、土砂災害警戒区域等に居住し、モバイル端

末を保有していない高齢者世帯等を対象に、防災行政無線屋内受信機の無償貸与を実施すると
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ともに、大規模な災害に備え、避難者がより安心して指定緊急避難場所に滞在できるよう、新

たに車いす対応型の組立式仮設トイレなどの避難環境を充実させるための資機材配備に取り組

みます。 

 



１　予算の内訳

　⑴　予算規模

　　全 会 計 1兆2,419億 5,295万9千円

　　一般会計 6,845億 4,364万9千円

令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ５ 年 度
当 初 予 算 額

差 引 増 減 増 減 率

兆　　 億　　 万 千円 兆　　 億　　 万 千円 　　 億　　 万 千円 ％

      684543649       669592669        14950980        2.2

      411813711       398090892        13722819        3.4

        1290907         1070997          219910       20.5

          49708           42095            7613       18.1

      139472457       128758550        10713907        8.3

        2131198         1529398          601800       39.3

          69600          529000 △       459400 △    86.8

         357508         1007212 △       649704 △    64.5

       20362102        17722264         2639838       14.9

      106519288       109849811 △      3330523 △     3.0

      104780818       103537241         1243577        1.2

       23862023        23304281          557742        2.4

        3011204         3212712 △       201508 △     6.3

          66416           59595            6821       11.4

         592526          651799 △        59273 △     9.1

        1622922         1038355          584567       56.3

        7621564         5768696         1852868       32.1

           2317            7730 △         5413 △    70.0

            154             154  

            448             451 △            3 △     0.7

            199             199  

            352             352  

      145595599       147691536 △      2095937 △     1.4

       39313535        39942497 △       628962 △     1.6

      101670556       104631965 △      2961409 △     2.8

        4611508         3117074         1494434       47.9

     1241952959      1215375097        26577862        2.2

　(対前年度当初予算　　2.2％)

　(対前年度当初予算　　2.2％)

会 計 名

一 般 会 計

特 別 会 計

競 輪

母子父子寡婦福祉資金貸付

物 品 調 達

公 債 管 理

広 島 市 民 球 場

用 地 先 行 取 得

西 風 新 都

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

国 民 健 康 保 険

企 業 会 計

中 央 卸 売 市 場

国民宿舎湯来ロッジ等

駐 車 場

開 発

市立病院機構資金貸付

元 宇 品 町 財 産 区

高 南 財 産 区

三 入 財 産 区

小 河 内 財 産 区

砂 谷 財 産 区

水 道

下 水 道

安 芸 市 民 病 院

合 計
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・  一般会計の当初予算規模は、前年度当初予算と比べると 2.2％の増で、２年連続のプラ

ス予算となりました。 
（R5年度1.6%、R4年度△3.6％、R3年度4.2%、R2年度△2.0%、R元年度2.9%） 

 

・  特別会計については、公債管理特別会計の増などにより、前年度当初予算と比べると

3.4％の増となりました。 

 

・ 企業会計については、下水道事業会計の減などにより、前年度当初予算と比べると 1.4％ 

の減となりました。 

 

・  全会計の予算規模は、前年度当初予算と比べると 2.2％の増で、３年ぶりに増加しまし

た。 
（R5年度△0.5％、R4年度△3.7％、R3年度3.2%、R2年度△1.1%、R元年度2.4%） 

 

 

●参考メモ● 

 

令和６年度末の一般会計市債残高見込み    1兆 2,460億 7,544万 4千円 

               （一般会計当初予算額の約 1.8倍） 

 

令和６年度末の財政調整基金残高見込み           72億 2,587万 1千円 

（うち６年度予算積立額  300万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用 語 解 説 

 

・一般会計 ··········· 地方公共団体の行政運営の基本的な経費を計上する会計 

・特別会計 ··········· 地方公共団体が特定の事業を行う場合や、特定の歳入をもって特

定の歳出に充てる場合で一般会計と区分して経理する必要がある

場合、条例等により設置することができる会計 

・企業会計 ··········· 独立採算を原則とした企業的な特別会計で、地方公営企業法の適

用を受ける会計 

・市債(地方債) ····· 建設事業等の財源を調達するため借り入れる資金で、償還が 2 年

度以上にわたるもの 



　　⑵　予算規模の推移（一般会計）の比較
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⑶　一般会計<歳入>

　①　歳入の内訳

　②　市税の内訳

個人市民税

976億5,707万7千円

39.8%

固定資産税

908億9,555万2千円

37.1%

都市計画税

189億2,218万3千円

7.7%

市たばこ税

79億2,349万9千円

3.2%

事業所税その他

96億9,988万4千円

4.0%

2,451億

7,320万円

市 税

市税

2,451億7,320万円

35.8%

国庫支出金

1,504億7,146万7千円

22.0%

地方交付税

680億円

9.9%

市債

524億3,800万円

7.7%

諸収入

390億935万6千円

5.7%

県支出金

359億5,478万5千円

5.2%

地方消費税交付金

320億1,371万7千円

4.7%

繰入金

130億5,261万7千円 1.9%

使用料・手数料

120億3,290万2千円

1.8％

地方特例交付金その他

363億9,760万5千円

5.3%

6,845億

4,364万9千円

歳 入

市民税

1,177億

3,208万2千円

48.0％

法人

市民税

200億

7,500万

5千円

8.2％
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⑷　一般会計<歳出>

　①　歳出〔目的別〕の内訳

　②　歳出〔性質別〕の内訳

69.4%

11.2%

19.4%

扶助費

1,511億1,441万6千円

22.1%

人件費

1,507億5,567万1千円

22.0%
物件費 維持補修費

949億2,741万円

13.9%
補助費等

781億2,941万8千円

11.4%

普通建設事業費

768億7,220万1千円

11.2%

災害復旧事業費

1億3,163万1千円

公債費

319億2,818万5千円

4.7％

貸付金

259億6,956万5千円

3.8%

繰出金その他

747億1,515万2千円

10.9%

民生費

2,473億9,514万9千円

36.1%

教育費

989億1,183万9千円

14.5%

土木費

982億3,238万9千円

14.4%

衛生費

700億2,817万6千円

10.2%

総務費

597億3,297万3千円

8.7%

公債費

321億7,065万8千円

4.7%

商工費 153億7,363万円

2.2%

議会費 16億6,743万2千円

0.2%

諸支出金その他

610億3,140万3千円

9.0%

歳出(目的別）

6,845億

4,364万9千円

歳出(性質別）

6,845億
4,364万9千円

消

費

的

費

経

その他

※扶助費

※補助費等

報償費（報償金及び賞賜金）、役務費のうちの各種保険料、負担金・補

助及び交付金（人件費及び事業費に計上されている以外のもの）、補償・

補塡及び賠償金（事業費に計上されている以外のもの）、償還金・利子及

び割引料（公債費に計上されている以外のもの）、寄附金、公課費

最低限の生活維

持を図る目的で支

出される経費で、

生活保護法、児童

福祉法、老人福祉

法、被爆者援護法

等各種法令に基づ

き被扶助者に対し

て支給する費用及

び地方公共団体が

単独で行っている

各種扶助に要する

経費

※普通建設事業費
道路・橋りょう、学校、

庁舎等公共用又は公用施設

の新増設等の建設事業に要

する投資的経費

※公債費

投資的

経費

地方債の元利償

還金、一時借入金

の利子の合算額

（ただし、公債諸

費［発行手数料に

要する経費］を除

いた経費）
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２　市民一人当たりの金額
　　　　《人口：117万5,327人（外国人を含む。）令和6年3月31日現在》

　一般会計（歳出）《58万2,400円》の内訳

☆民生費 21万 　500円

（福祉の充実）

☆教育費 8万 4,100円

（学校教育の充実）

☆土木費 8万 3,600円

☆衛生費 5万 9,600円

（保健の充実・ごみ処理など）

☆総務費 5万 　800円

（コミュニティの振興など）

☆公債費 2万 7,400円

☆商工・農林水産業費 1万 7,100円

（各種産業の振興）

☆議会費 1,400円

（議会の運営）

☆その他 4万 7,900円

（借入金の返済）

（道路・公園整備など）
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58万
2,400円

20万
8,600円

106万
200円
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(歳出)

税負担額 市債残高

（令和6年度末の見込み）

万円
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３ 主要事業の概要 
 
⑴ 「世界に輝く平和のまち」の実現に向けた取組 

  
◎  令和６年度に開催が予定されているＮＰＴ再検討会議準備委員会に出席するほか、第１３回平和首長会議理

事会を開催し、被爆８０周年となる令和７年に開催する第１１回平和首長会議総会の運営方針や今後の取組等

について審議します。 

◎  日本政府の拠出により国連が設立した「ユース非核リーダー基金」のプログラム参加者を受け入れ、被爆の

実相を伝えるほか、若者が主体的に「ヒロシマの心」を発信できるよう、被爆の実相に関する研修の実施等に

取り組むとともに、引き続き、平和文化月間と定めた１１月に、平和文化をテーマとしたコンサートや講演な

どを実施します。 

◎  旧広島陸軍被服支廠について、広島県と共同で保存・継承に取り組むほか、広島大学本部跡地における平和

に関する「知の拠点」の整備に向け基本設計等に着手します。 

 
 
⑵ 「国際的に開かれた活力あるまち」の実現に向けた取組 

  
◎  紙屋町・八丁堀地区においては、基町相生通地区市街地再開発事業へ補助を行うほか、ファミリープールに

ついて、こどもたちが四季を通じて様々な遊びや体験を楽しみながら学ぶ新たな施設の整備に向けた基本構想

を策定するとともに、広島サッカースタジアムについて、広場エリアの整備を進め、令和６年８月に全面開業

します。 

◎  西風新都の都市づくりを推進するため、西風新都環状線の梶毛南工区や善當寺工区、梶毛西工区の整備を進

めます。 

◎  バス事業者の経営安定化と利用者目線での質の高いバスサービスの提供を図るため、乗合バス事業の共同運

営システムを構築し、その取組の推進に資する新乗車券システムの導入支援に取り組むとともに、芸備線につ

いては、広島駅から三次駅までの区間を対象に、まちづくりや利便性の強化に資する公共交通ネットワークの

あり方を検討します。 

◎  圏域特産品の販売を促進するため、大阪・関西万博に向けた関西圏バイヤーとの商談会等を実施するほか、

企業等の立地誘導を推進するため、引き続き立地企業への助成を行うとともに、圏域市町と連携した企業誘致

活動に取り組みます。 

◎  国際交流・国際協力や多文化共生の推進については、若者と被爆者をホノルルに派遣し、現地の文化、歴

史などについて幅広く学ぶとともに、未来志向の交流を促進します。 

◎  「地域資源を生かしたまちづくりの推進」については、比治山公園「平和の丘」に係る取組や、似島地域活

性化ビジョンや戸山地域・湯来地域活性化プランに基づく取組を推進するとともに、高陽地域・白木地域の活

性化プランの策定に向けた支援を新たに行います。 

 
 
⑶ 「文化が息づき豊かな人間性を育むまち」の実現に向けた取組 

  
◎  「生涯にわたり学習し活躍できる環境づくりの推進」については、誰もが学び、憩う「平和文化」の情報拠

点となる中央図書館等の移転整備に引き続き取り組むとともに、郷土の文化と歴史の専門図書館としての浅野

文庫等施設を整備するため、基本設計に着手します。 

◎  「文化の振興」については、広島交響楽団等による様々なコンサートの開催や、国際音楽交流協会との共催

によるクラシックコンサートの開催など、市をあげて「音楽のあふれるまちづくり」に引き続き取り組むとと

もに、市民や国内外の観光客に多様で上質な音楽・芸術作品等に触れる機会を提供するため、「第２回ひろし

ま国際平和文化祭」を開催します。 

また、広島城の魅力向上を図るため、天守の木造復元に向けた調査・検討を行うほか、広島城三の丸歴史館

の整備を進めるとともに、三の丸にぎわい施設の一部を令和６年度末に供用開始します。 

◎  「スポーツの振興」については、令和７年３月のオープンに向けて、広島西飛行場跡地に整備する観音新町

運動広場の工事を進めるほか、湯来地域におけるスポーツと温泉の連携施策を推進するため、湯来地域の運動

施設の整備などを行います。 

◎  地域コミュニティや多様な市民活動の活性化については、地域団体などが連携するひろしまＬＭＯの構築・

運営のための支援に必要となる原資に加え、地域特性を生かした活動の更なる充実等につなげるため、本市か
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ら各種地域団体に直接交付している従来の補助金の限度額等を拡充・一本化した一括交付金の交付に必要とな

る原資を、広島市社会福祉協議会の基金に対し出えんするほか、持続可能な地域コミュニティの実現を目指す

ための条例の制定に向けた取組を進めます。 

◎  「健康づくりの推進と医療提供体制等の充実」については、がん検診と特定健康診査の同時実施など、がん

検診の受診率向上に引き続き取り組むほか、受動喫煙による健康被害の防止等を目的として、本市の実情に応

じた実効性のある対策を検討するため、学識経験者や医療関係者などの様々な立場の委員で組織する広島市タ

バコ対策懇談会を新たに設置します。 

◎  「障害者の自立した生活の支援」については、相談件数の増加に対応するため、障害者相談支援事業所の相

談支援専門員を増員するとともに、医療的ケア児・者に対する相談支援体制を強化するため、重症心身障害児

者相談支援センターの相談支援専門員を増員します。 

◎  「多様で良質な切れ目のない支援」については、より多くの子どもの健全な発育を更に促進するため、こど

も医療費補助について、通院に係る補助対象年齢を小学６年生から中学３年生まで拡大するとともに、複数人

の子どもがいる世帯の保育料等に係る負担を軽減するため、同時入所要件を撤廃し、第２子の保育料を半額、

第３子以降の保育料・副食費を無償化します。 

また、妊産婦への支援として、出産予定日を超過した妊婦に係る費用助成の対象となる健診回数の上限を撤

廃するとともに、産後ケアの利用期間を拡充します。 

さらに、幼児教育・保育の質の向上を図るための拠点となる公立認定こども園の整備に取り組みます。 

 



４　企業会計の予算

用 語 解 説

・ 収益的収支とは、一事業年度の企業の経営活動に伴って発生する全ての収益と費用を
表します。

・ 資本的収支とは、建物・施設の建設といった支出の効果が次年度以降に及ぶものや企
業債の元金償還などの費用と、その財源となる収入を表します。

・ なお、資本的支出が収入を上回る部分は、収益的支出のうち現金支出を伴わない減価
償却費などで補塡します。

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

収益的収入

収益的支出

資本的収入

資本的支出

243億9,954万円

236億5,534万3千円

76億3,292万7千円

156億5,819万2千円

445億8,644万円

436億2,358万2千円

393億8,079万2千円

580億4,697万4千円

22億5,968万5千円

22億5,751万5千円

23億5,146万1千円

23億5,399万3千円

水 道

下 水 道

安芸市民病院

億円

収益的収入

収益的支出

資本的収入

資本的支出

収益的収入

収益的支出

資本的収入

資本的支出
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１　予算の執行状況（令和6年3月31日現在）

　⑴　一般会計

歳入

当 初 予 算 額 繰 越 額 補 正 額 予算現額(A) 収入済額 (B) Ｂ／Ａ×100

　　　　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 ％

市 税    246620897     246620897    232159287 94.1

地 方 譲 与 税      3407003       3407003      3413261 100.2

利 子 割 交 付 金        95397         95397        92480 96.9

配 当 割 交 付 金      1401765       1401765      1193189 85.1

株式等譲渡所得割交付金      1167530       1167530      1314350 112.6

分離課税所得割交付金       222990        222990       223855 100.4

法 人 事 業 税 交 付 金      3196609       3196609      3214064 100.5

地 方 消 費 税 交 付 金     32180000      32180000     30320049 94.2

ゴルフ場利用税交付金        56573         56573        54019 95.5

環 境 性 能 割 交 付 金       537000        537000       645833 120.3

軽 油 引 取 税 交 付 金      5245000       5245000      5168815 98.5

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

       31622         31622        32322 102.2

地 方 特 例 交 付 金      1800000       1800000      1815963 100.9

地 方 交 付 税     63500000       711000    64211000     65128131 101.4

交通安全対策特別交付金       289000        289000       228615 79.1

分 担 金 及 び 負 担 金      8480938       11033       31927     8523898      4083525 47.9

使 用 料 及 び 手 数 料     11713135      11713135     11075358 94.6

国 庫 支 出 金    149740904    23962764    35309190   209012858    171107393 81.9

県 支 出 金     34729284     2914278      784405    38427967     29694696 77.3

財 産 収 入      2165099  △    66233     2098866      1485570 70.8

寄 附 金      1567587        21802     1589389       950426 59.8

繰 入 金     12318313     4894030     1429908    18642251      1810096 9.7

繰 越 金            1     2007473     1909925     3917399      3917399 100.0

諸 収 入     38864512       51055      608609    39524176     20178595 51.1

市 債     56634000    25032700     3387000    85053700     33641450 39.6

   675965159    58873333    44127533   778966025    622948741 80.0

歳出

当 初 予 算 額 繰 越 額 補 正 額 予算現額(C) 支出済額 (D) Ｄ／Ｃ×100

　　　　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 ％

議 会 費      1629510  △      542     1628968      1584878 97.3

総 務 費     52175685     2808920    15263212    70247817     45025446 64.1

民 生 費    232349856     2094885    23113925   257558666    210363074 81.7

衛 生 費     70065951    10837857      758459    81662267     62423059 76.4

農 林 水 産 業 費      4648270      398848      410257     5457375      3810711 69.8

商 工 費     15766844     2189001     2481666    20437511     16992074 83.1

土 木 費    102042771    34708225     1777237   138528233     97686719 70.5

消 防 費     14430754      373816 △   193693    14610877     13086302 89.6

教 育 費    105201150     3171476     1318946   109691572     91305072 83.2

災 害 復 旧 費       885531     2290305      103469     3279305      1582732 48.3

公 債 費     39049836  △   689403    38360433     38357782 100.0

諸 支 出 金     37319001      37319001     37319001 100.0

予 備 費       400000  △   216000      184000  0.0

   675965159    58873333    44127533   778966025    619536850 79.5

※　予備費支出については、補正額に含む。

歳 出 合 計

区 分

区 分

歳 入 合 計

Ⅱ 令和５年度の財政状況
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収 入 済 額 収入率 支 出 済 額 執行率

億　　 万　千円 億　　 万　千円 億　　 万　千円 億　　 万　千円 億　　 万　千円 ％ 億　　 万　千円 ％

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付

   1070997      1070997    1630606 152.3     515518 48.1

物 品 調 達      42095        42095      44779 106.4      40173 95.4

公 債 管 理  128758550  △ 663093  128095457  128016422 99.9   90411424 70.6

広 島 市 民 球 場    1529398      1529398     327191 21.4     611702 40.0

用 地 先 行 取 得     529000       529000        676 0.1        497 0.1

西 風 新 都    1007212      1007212     350602 34.8      11944 1.2

後期高齢者医療   17722264      82233   17804497   13613466 76.5   16065825 90.2

介 護 保 険  109849811    1941188  111790999   88792930 79.4   95950183 85.8

国 民 健 康 保 険  103537241    1267288  104804529   87259297 83.3   94885792 90.5

競 輪   23304281     23304281   22370480 96.0   19173595 82.3

中 央 卸 売 市 場    3212712     544468    3757180    1546126 41.2    2529770 67.3

国 民 宿 舎 湯 来
ロ ッ ジ 等

     59595      2900    △2132      60363       6464 10.7      48650 80.6

駐 車 場     651799      1496      653295     437316 66.9     210193 32.2

開 発    1038355      1038355     120511 11.6     201736 19.4

市 立 病 院 機 構
資 金 貸 付

   5768696      5768696    4260887 73.9    4649611 80.6

元宇品町財産区       7730         7730      26812 346.9  0.0

高 南 財 産 区        154          154        733 476.0         25 16.2

三 入 財 産 区        451          451       5809 1,288.0        204 45.2

小 河 内 財 産 区        199          199       5074 2,549.7         22 11.1

砂 谷 財 産 区        352          352      10697 3,038.9        118 33.5

 398090892      4396   3169952  401265240  348826878 86.9  325306982 81.1

1,069億2,941万7千円

5,125万5,835.97　㎡

410万7,956.65　㎡

そ の 他

建 物

工 作 物

立 木 竹

積 立 金

  ⑵　特別会計

２　市有財産の状況（令和6年3月31日現在）

7万4,024  件

68万8,504.50　㎥

1,396億6,829万7千円

土 地

合 計

会 計 名 予 算 現 額

執 行 状 況

歳 入 歳 出当初予算額 繰 越 額 補 正 額
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３　市債及び一時借入金（一般会計及び特別会計）の状況

　⑴　市債（令和6年3月31日現在）
　⑴　市債（令和5年3月31日現在）

　⑵　市債現在高の推移（各年度末現在）

　⑶　一時借入金（令和6年3月31日現在）
（単位：億円）

    

＜各月の平均借入額＞

区 分 限 度 額 現 在 高
一 般 会 計 900 0

11,488 11,518

11,838
12,011

12,390

10,000

11,000

12,000

13,000

４年度
平成0 

億円

30年度 元年度 ２年度

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

0

百万円

※令和５年度は一時借入実績なし

令和

一般会計債 94.7%

特別会計債 5.3%

臨時財政対策債

35.4%

土木債 35.2%

教育債 4.8%

衛生債 4.5%

総務債 3.2%

民生債その他

11.6%

病院機構資金貸付

事業債 4.2%
市民球場債その他 1.1%

未償還額

1兆2,341億

3,381万8千円

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３年度
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